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１．１．はじめにはじめに　　

　　1995 1995 年兵庫県南部地震では、年兵庫県南部地震では、地震直後に被害の全体像地震直後に被害の全体像

がつかめず、がつかめず、初動体制に大きな支障をきたした。初動体制に大きな支障をきたした。その後、その後、ここ

れを教訓として、れを教訓として、様々な早期地震被害推定システムが提案様々な早期地震被害推定システムが提案

され、され、また改良が加えられてきた。また改良が加えられてきた。しかし、しかし、いずれのシスいずれのシス

テムも依然として多くの課題がある。テムも依然として多くの課題がある。例えば、例えば、現在実用化現在実用化

されている一般的な被害推定手法である、されている一般的な被害推定手法である、地震計を用いた地震計を用いた

地震動情報による被害推定は、地震動情報による被害推定は、被害の推定が基本的に一回被害の推定が基本的に一回

しかできないため、しかできないため、本来動的な現象である災害を適切に評本来動的な現象である災害を適切に評

価することは難しい。価することは難しい。また、また、その一回きりの被害推定も、その一回きりの被害推定も、地地

震動の空間補完や被害関数等の問題から、震動の空間補完や被害関数等の問題から、精度はあまり高精度はあまり高

くない。くない。一方、一方、人工衛星や飛行機によるリモートセンシン人工衛星や飛行機によるリモートセンシン

グ技術を応用した被害評価も、グ技術を応用した被害評価も、回帰周期や天候の影響を受回帰周期や天候の影響を受

けるものや、けるものや、分解能が十分でないものがあるなどの問題を分解能が十分でないものがあるなどの問題を

有している。有している。さらに、さらに、これら従来の手法で推定できるのは、これら従来の手法で推定できるのは、

主に物理的な被害に限られる。主に物理的な被害に限られる。筆者らはこれまでに、筆者らはこれまでに、電力電力

を用いて平常時から災害時、を用いて平常時から災害時、さらには復旧さらには復旧・・復興過程に至復興過程に至

る地域特性を継続的かつリアルタイムに評価する手法を提る地域特性を継続的かつリアルタイムに評価する手法を提

案してきた案してきた例えば、例えば、１）、１）、２）２）。。そして、そして、地震後地震後1 1 週間以降の電力週間以降の電力

供給量供給量（日単位）（日単位）の変動が建物被害と高い相関があり、の変動が建物被害と高い相関があり、災災

害時における地域モニタリング情報として電力供給量が有害時における地域モニタリング情報として電力供給量が有

効であることを明らかにしている効であることを明らかにしている３）３）。。このような手法が可このような手法が可

能となる背景には、能となる背景には、電力は保存が困難で、電力は保存が困難で、供給と消費が同供給と消費が同

時であるという性質がある。時であるという性質がある。また、また、電力供給量は地域の電力供給量は地域の

人々の様々な活動をリアルタイムに反映するが、人々の様々な活動をリアルタイムに反映するが、災害時の災害時の

人々の活動は災害状況の影響を強く受けるので、人々の活動は災害状況の影響を強く受けるので、発災後の発災後の

電力供給量は被害状況を強く反映したものとなり、電力供給量は被害状況を強く反映したものとなり、結果的結果的

に電力供給量の変動から災害状況が評価できるのである。に電力供給量の変動から災害状況が評価できるのである。

しかしこれまでの手法では、しかしこれまでの手法では、地震直後地震直後（当日～数日後）（当日～数日後）にに

関しては、関しては、供給系の機能支障から停電しているエリアがあ供給系の機能支障から停電しているエリアがあ

ること、ること、人々の行動が地震直後においては時々刻々と変化人々の行動が地震直後においては時々刻々と変化

するため、するため、日単位で議論すると安定しない、日単位で議論すると安定しない、といった問題といった問題

から被害との相関があまり高くなかった。から被害との相関があまり高くなかった。そこで本研究でそこで本研究で

は、は、時刻単位の電力供給量の変動に着目して、時刻単位の電力供給量の変動に着目して、地震直後か地震直後か

ら精度高い被害評価手法を考える。ら精度高い被害評価手法を考える。

２．２．評価エリア評価エリア

　本研究では、　本研究では、データ入手の問題から配電用変電所エリアデータ入手の問題から配電用変電所エリア

を評価エリアの単位としているが、を評価エリアの単位としているが、現在、現在、電力会社が電力電力会社が電力

を常時モニタリングし、を常時モニタリングし、記録している最小単位は、記録している最小単位は、配電用配電用

変電所に設置されている２、変電所に設置されている２、３基の変圧器である。３基の変圧器である。さらにさらに

システム上は、システム上は、各変圧器に接続されている７、各変圧器に接続されている７、８本の配電８本の配電

線ごとに電力供給量のモニタが可能である線ごとに電力供給量のモニタが可能である（図１）（図１）ため、ため、本本

研究で提案する手法は、研究で提案する手法は、システムとしては、システムとしては、配電用変電所配電用変電所

エリアのエリアの1/151/15～～1/25 1/25 程度の面積を単位として活用できる程度の面積を単位として活用できる

ものである。ものである。

３．３．兵庫県南部地震前後の電力供給量変動の特徴兵庫県南部地震前後の電力供給量変動の特徴

　まず、　まず、関西電力神戸支店管内の配電用変電所エリアの中関西電力神戸支店管内の配電用変電所エリアの中

で、で、電力需要データと建物被害データを揃えられた電力需要データと建物被害データを揃えられた64 64 エエ

リアについて、リアについて、1995 1995 年１月の地震前と地震直後における年１月の地震前と地震直後における

電力需要の時間帯ごとの特徴について調べた。電力需要の時間帯ごとの特徴について調べた。その結果、その結果、

住宅タイプ以外のオフィスや工場、住宅タイプ以外のオフィスや工場、店舗店舗・・飲食店といった飲食店といった

営業タイプ需要家の多いエリア営業タイプ需要家の多いエリア（以下、（以下、営業タイプと言う）営業タイプと言う）

では、では、営業活動が出来なかったためと思われる、営業活動が出来なかったためと思われる、昼の電力昼の電力

供給量の落ち込みが目立った。供給量の落ち込みが目立った。またこの落ち込みは、またこの落ち込みは、建物建物

被害が大きかった地域だけでなく、被害が大きかった地域だけでなく、建物被害がそれほど大建物被害がそれほど大

きくない地域でも見られた。きくない地域でも見られた。さらに、さらに、深夜における電力供深夜における電力供

給量は、給量は、平常時、平常時、災害時ともに、災害時ともに、時刻変化や日変化が少な時刻変化や日変化が少な

く安定していることがわかった。く安定していることがわかった。一方、一方、住宅タイプのエリ住宅タイプのエリ

アでは、アでは、営業タイプに比べ、営業タイプに比べ、一日を通じて、一日を通じて、電力供給量の電力供給量の

落ち込み程度が比較的安定していた。落ち込み程度が比較的安定していた。しかし、しかし、被害状況に被害状況に

応じて、応じて、夜間の電力需要がわずかに落ち込むなど、夜間の電力需要がわずかに落ち込むなど、普段と普段と

異なる傾向も見られた。異なる傾向も見られた。次に、次に、兵庫県南部地震直後の電力兵庫県南部地震直後の電力

供給量と建物被害との関係を調べた。供給量と建物被害との関係を調べた。供給支障エリアを除供給支障エリアを除

いた地域を対象として、いた地域を対象として、両者の関係を時刻別に見ると、両者の関係を時刻別に見ると、地地

震発生後半日程度経過したあたりから、震発生後半日程度経過したあたりから、高い負の相関を見高い負の相関を見

出すことが出来た。出すことが出来た。さらに地域特性を考慮することで、さらに地域特性を考慮することで、地地

震発生後２時間程度経過したあたりから、震発生後２時間程度経過したあたりから、建物被害と電力建物被害と電力

図１　電力供給系統図図１　電力供給系統図
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供給量の相関が格段に高くなることがわかった。供給量の相関が格段に高くなることがわかった。以上の分以上の分

析結果と電力の特徴を踏まえ、析結果と電力の特徴を踏まえ、以下では電力供給量データ以下では電力供給量データ

を用いて地震直後から被害評価を試みる。を用いて地震直後から被害評価を試みる。

４．４．被害指標の定義被害指標の定義

　地震直後の営業タイプの需要家は、　地震直後の営業タイプの需要家は、「建物が壊れて電力を「建物が壊れて電力を

全く使えない」全く使えない」ものもの（以下、（以下、『建物被害』）、『建物被害』）、「建物は壊れて「建物は壊れて

いない、いない、もしくは被害が軽微なので本来は電力を使用できもしくは被害が軽微なので本来は電力を使用でき

るが、るが、営業活動が出来ず待機電力以外の電力をほぼ使わな営業活動が出来ず待機電力以外の電力をほぼ使わな

い」い」ものもの（以下、（以下、『非営業』）、『非営業』）、「営業活動を行い、「営業活動を行い、ほぼ通常ほぼ通常

通り電力を使用する」通り電力を使用する」ものもの（以下、（以下、『営業』）『営業』）の３つの状態の３つの状態

のいずれかに当てはまると仮定し、のいずれかに当てはまると仮定し、各状態にある需要家の各状態にある需要家の

割合を、割合を、それぞれそれぞれ『建物被害率』、『建物被害率』、『非営業率』、『非営業率』、『営業率』『営業率』とと

定義する。定義する。

５．５．電力による建物被害率と営業率の算出電力による建物被害率と営業率の算出

　図２において、　図２において、平常時深夜の安定部の電力需要量平常時深夜の安定部の電力需要量ddを、を、昼昼
夜関係なく一日を通して利用する待機電力と仮定すると、夜関係なく一日を通して利用する待機電力と仮定すると、

地震後の深夜における安定部の電力需要落込み量地震後の深夜における安定部の電力需要落込み量ccは、は、『建『建
物被害』物被害』の需要家が、の需要家が、本来壊れていなければ使用している本来壊れていなければ使用している

待機電力である。待機電力である。そこで、そこで、cc//d d ==「建物被害率」「建物被害率」と定義する。と定義する。

上記の定義に基づいて、上記の定義に基づいて、兵庫県南部地震直後の電力による兵庫県南部地震直後の電力による

推定建物被害率と建築研究所の低層戸建全壊推定建物被害率と建築研究所の低層戸建全壊・・火災率を比火災率を比

較したものが図３である。較したものが図３である。深夜の時間帯まで待てば、深夜の時間帯まで待てば、すなすな

わち、わち、地震後半日から１日程度で、地震後半日から１日程度で、被害の全容が把握でき被害の全容が把握でき

ることがわかる。ることがわかる。なお供給支障エリアについては、なお供給支障エリアについては、電力供電力供

給者が配電線路単位で把握できるので、給者が配電線路単位で把握できるので、当該エリアを取り当該エリアを取り

除くことで、除くことで、建物被害率の推定が可能になると言える。建物被害率の推定が可能になると言える。

６．６．電力による営業率の算出電力による営業率の算出

　図２において、　図２において、平常時の昼における安定部の電力需要量平常時の昼における安定部の電力需要量

から、から、平常時深夜の安定部の電力需要を差し引いたもの平常時深夜の安定部の電力需要を差し引いたもの bb
は、は、営業活動だけに使う電力量であると仮定すると、営業活動だけに使う電力量であると仮定すると、地震地震

前後の営業分電力量の比を、前後の営業分電力量の比を、aa//b b ==「営業率」「営業率」と定義できる。と定義できる。

図４は営業タイプの構成率が図４は営業タイプの構成率が5050％以上の配電用変電所にお％以上の配電用変電所にお

いて、いて、営業率の推移を表したものである。営業率の推移を表したものである。建物被害の小さ建物被害の小さ

い地域では、い地域では、地震の翌日はあまり営業活動ができていない地震の翌日はあまり営業活動ができていない

が、が、数日で回復している。数日で回復している。一方、一方、被害が大きい地域では、被害が大きい地域では、電電

力供給が復旧しても、力供給が復旧しても、営業率は低いままである。営業率は低いままである。また、また、全全

壊壊・・火災率５％あたりを境にして、火災率５％あたりを境にして、営業率の推移の特徴が営業率の推移の特徴が

大きく変化することがわかる。大きく変化することがわかる。

７．７．おわりにおわりに

　電力供給量のデータから、　電力供給量のデータから、地震直後の建物被害や人間活地震直後の建物被害や人間活

動を定量的に評価することが可能なことを実証でき動を定量的に評価することが可能なことを実証でき

た。た。今後は，今後は，地震発生時刻と電力需要カーブの特徴を地震発生時刻と電力需要カーブの特徴を

考慮することで、考慮することで、地震直後２～３時間で被害の全体像地震直後２～３時間で被害の全体像

をつかめるようにする予定である。をつかめるようにする予定である。
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０時 時刻 ２４時

地震前
地震後

a
b

平常時の純営業分電力

地震後の純営業分電力

営業率 = a/b

電
力
供
給
量

地震前
地震後

０時 ２４時

電
力
供
給
量

d 平常時における全待機電力

c 地震後の待機電力の落込み

建物被害率 = c/d

時刻




